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研究要旨  

本研究の目的は本邦における入院患者の歯科受診アクセシビリティを病院特性や二次医療圏別

で調査することである。歯科医師勤務病院の病院特性と、医科歯科連携加算算定病院の病院特性

を記述し、二次医療圏別の病院割合と地域格差を明らかにした。本研究では平成 29 年の病床機

能報告を用いた。一般病床を持つ全国の病院を対象として、歯科医師勤務病院、周術期口腔機能

管理算定病院、栄養サポートチーム歯科医師連携加算算定病院の割合について歯科医師勤務の有

無で層別化し、病院特性ごとに集計した。二次医療圏レベルの地域格差を求めるため、ジニ係数

を計算した。結果として、DPC 群が高いほど歯科医師勤務病院の割合、医科歯科連携加算算定病

院の割合が高くなり、病院の設置主体では大学では高く、医療法人では低かった。また、歯科医

師勤務病院と比較して、非歯科医師勤務病院では医科歯科連携加算の算定割合は非常に低かっ

た。ジニ係数は歯科医師勤務病院、周術期口腔機能管理算定病院、栄養サポートチーム歯科医師

連携加算算定病院の順に 0.36、0.52、0.66 であり、医科歯科連携加算算定病院の割合は地域格差

が非常に大きいことがわかった。本研究から、医科歯科連携加算を算定されるかは病院の特性や

二次医療圏で大きく異なることがわかり、是正するためのシステム作りや医科歯科連携加算の啓

発などが必要であると考えられた。また、入院中の患者医科歯科連携加算の算定状況が歯科の口

腔指標の一つとなる可能性を示唆した。 

 
Ａ．研究目的 
歯科医師は急性期・慢性期の入院患者に対

して以下の3つの役割がある。(1)  
(a)急性期・慢性期の入院患者の歯の治療、

(b)周術期や人工呼吸器管理されている患者

の口腔ケアによる肺炎の予防(2–6)、(c)栄養サ

ポートチーム(NST)への参画による経口摂取

の促進(7)、である。先行研究では、歯科医師

の入院患者への介入により、がん手術後の

術後肺炎・死亡率は減少した。(2) また、経

口摂取が促進され栄養状態が改善し、その

結果在院日数が短くなったと報告された。(7) 

このように歯科医師は入院患者の全身状態

改善に寄与しているにも関わらず、本邦で

は歯科受診できない入院患者が多くいる。 
本邦において歯科が標榜されている一般病

院数は平成29年に1095/7353(14.9%)と少な

い。(「医療施設調査」 厚生労働省) また、

アンケート調査では歯科がない病院のう

ち、80.4%の病院が外部歯科医師の訪問診療

を受け入れているという報告がある。(1)どの

程度の入院患者が歯科治療にアクセスでき

ているか、どのような病院に入院している

患者が歯科治療を受けているかについて、
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実態は不明である。 
本研究の目的は本邦における入院患者の歯

科受診アクセシビリティを病院レベル・二

次医療圏別で調査することである。歯科医

師勤務病院の病院特性と、医科歯科連携加

算算定病院の病院特性を記述し、二次医療

圏別の割合と地域格差を明らかにすること

である。 
 
Ｂ．研究方法 
利用したデータベース 
本研究は平成 29 年度病床機能報告の施設票

・病棟票のデータを用いた横断的記述研究

である。病床機能報告は一般病床・療養病

床を有する病院・有床診療所が対象とな

り、病床の医療機能や勤務している職員の

数、行っている手術件数等を報告する制度

であり、報告は病床を有する医療施設の義

務である。病床機能報告は毎年報告されて

おり、全国のデータを収集したものが厚生

労働省の Web ページにて公開されている。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu
nya/0000055891.html） 
 
対象病院 
本研究の対象となった医療施設は、全国の

平成 29 年 10 月時点で一般病床を有する病

院である。除外基準は(1)病床機能報告に報

告していない病院、(2)歯科医師数を報告し

ていない病院、(3)歯科のみの病院、であ

る。 
 
変数の定義 
アウトカム変数については、三つの歯科に

関連する病院指標を用いた。(i)歯科医師勤

務病院、医科歯科連携加算算定病院につい

ては、(ii)周術期口腔機能管理算定病院、(iii)
NST 歯科医師連携加算算定病院とした。(i)
歯科医師勤務病院は、施設票の職員数に常

勤・非常勤の歯科医師が 0.1 人以上いる場合

と定義した。(ii)の周術期口腔機能管理算定

病院は病棟票の「12．医科歯科の連携状況

【平成 29 年６月診療分】」の周術期口腔機

能管理後手術加算について、病院単位で集

計し 1 以上だった場合と定義した。(iii) NS
T 歯科医師連携加算算定病院は(ii)と同様

に、病棟票の「12．医科歯科の連携状況

【平成 29 年６月診療分】」の歯科医師連携

加算（栄養サポートチーム加算）につい

て、病院単位で集計し、1 以上だった場合と

定義した。 
病院の特性ごとに(i)の全病院に対する割合

を計算した。調査した病院の特性は DPC 群

の種類（I 群、II 群、III 群、DPC 病院では

ない）、設置主体、地域医療支援病院、救

急告示病院、回復期病院、慢性期病院、で

ある。また、(ii) 周術期口腔機能管理算定病

院は全身麻酔手術施行病院対する割合を歯

科医師の勤務病院の有無で層別化し、病院

特性ごとに記述した。(iii) NST 歯科医師連

携加算算定病院は全病院に対する割合を歯

科医師の勤務病院の有無で層別化し、病院

特性ごとに記述した。 
DPC 群は施設票の DPC 群の種類から定義

し、設置主体は施設表の設置主体から国、

大学病院、公的医療機関、社会保険関連団

体、医療法人、その他の法人、その他の 7
カテゴリに分類した。地域医療支援病院は

施設票の地域医療支援病院の承認の有無か

ら定義した。救急告示病院は施設票の救急

告示病院の告示の有無から定義した。回復

期病院と慢性期病院は、病床の種類毎に病

院単位で病床数を集計し、一番多かった病

床が回復期病床だった場合に回復期病院と

し、慢性期だった場合に慢性期病院と定義

した。 
地域格差を調べるため、(i)~(iii)のそれぞれ

の病院の割合を二次医療圏別に求め、ロー

レンツ曲線を描きジニ係数を求めた。ジニ

係数は格差を示す相対的指標の一つであ

り、1 に近いと格差が大きく、0 に近いと平

等に近づく指標である。 
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（倫理面への配慮） 

本研究は web ページで一般公開されてい

るオープンデータだけを用いて行った研究

であり、倫理審査は必要としない。また、

結果については病院名等は公表していな

い。 
 
Ｃ．研究結果 
解析対象病院のフローチャートを図 1 に示

す。最終的に分析対象となった病院は 7,205
病院であった。病院特性ごとの(i)歯科医師

勤務病院割合、(ii)周術期口腔機能管理算定

病院、(iii)NST 歯科医師連携加算算定病院割

合の記述について、表 1 に記載した。歯科

医師勤務病院は 1,565 病院(21.8%)であっ

た。DPC では I 群(100.0%)、II 群(80.7%)、II
I 群(41.3%)、DPC ではない病院(14.0%)にな

るにつれて歯科医師勤務割合が減少した。

設置主体では大学病院が最も歯科医師勤務

割合が高く(75.9%)、医療法人が最も低かっ

た(12.8%)。NST 歯科医師連携加算算定病院

は 374 病院(5.2%)であり、歯科医師勤務病院

では 20.5%、非歯科医師勤務病院では 0.9%
だった。DPC I 群の病院が割合が一番高か

ったが、それでも 45.1%と低かった。 
周術期口腔機能管理算定病院は、全身麻酔

手術施行している 3166 病院中 689 病院(21.5
%)であった。歯科医師勤務病院では 55.6
%、非歯科医師勤務病院では 4.1%の病院で

算定されていた。DPC 群は高いほど実施病

院割合が高く、大学、社会保険関連団体が

設置主体の病院などで実施率が比較的高

く、医療法人主体の病院で低かった。 
ジニ係数は歯科医師勤務病院については二

次医療圏レベルでは 0.36、栄養サポートチ

ーム加算病院では 0.66、周術期口腔機能管

理後手術加算病院では 0.52 であった。（図

2~4） 
 
Ｄ．考察 

本研究は歯科医師勤務病院の特性、医科

歯科連携加算の算定病院の特性について病

院レベルで記述した初めての研究である。

また、二次医療圏レベルでの病院の地域差

について求めた。病院の特性である DPC 群

や設置主体により、歯科医師勤務や医科歯

科連携加算の状況が異なっていた。また、

歯科医師勤務病院の割合は二次医療圏によ

って大きな地域格差はないが、NST 歯科医

師連携加算や周術期口腔機能管理算定につ

いては地域格差が認められた。 
過去の報告「病院における医科・歯科連携

に関する調査」(1)では、歯科医師が勤務して

いる病院の割合は 22.0%、歯科医師勤務病院

の NST 歯科医師連携を行なっている病院は

22.6%、周術期口腔機能管理を行なっている

病院は 33.1%であった。本研究結果では、そ

れぞれ 22.0%、20.5%、55.6%である。ま

た、歯科医師がいない病院では、6.0%が

NST 歯科医師連携を行なっている病院であ

り、20.8%が周術期口腔機能管理を行なって

いる病院であった。本研究結果からはそれ

ぞれ 0.9%と 4.1%であった。先行研究は全て

の病院に郵送でアンケート調査を行ったも

のであり、回答率は歯科標榜病院 61.8 % 歯
科のない病院 37.0 %であり、特に歯科のな

い病院ではより医科歯科連携を実施してい

る病院が回答した可能性がありバイアスが

生じている。本研究はほぼ全ての病院が回

答しており、本邦における病院レベルでの

医科歯科連携の実施状況をより正確に記述

できたと考えられる。 
 歯科医師が勤務している病院にも関わら

ず、NST 歯科医師連携は 20.5%の病院、周

術期口腔機能管理は 55.6%の病院でのみ行わ

れていたのは、以下の二つの理由が考えら

れる。一つめは、病院歯科の多くは歯科口

腔外科を標榜しており、口腔外科的な処置

しか行っていないためである。口腔外科は

口腔の悪性腫瘍、良性腫瘍、顎関節症、顎

変形症、智歯周囲炎などを診察しており、

87



口腔ケアや義歯作成などをメインでは行っ

ていない。NST では咀嚼嚥下機能を回復さ

せるために、義歯修理・新製などを必要に

応じて行うが、設備等が整っておらず実施

できない可能性がある。二つめの理由とし

て、医科と歯科で交流がなく患者を紹介す

るという文化がない病院がまだ多くある可

能性である。歯科医が同じ病院に勤務して

いる場合は、医科歯科連携の患者の全身状

態管理における利点等を周知し、院内での

仕組み作りが必要だと考えられる。また、

歯科医師が勤務していない病院における医

科歯科連携を行なっている病院の割合は非

常に低いことがわかった。地域の歯科医院

と連携をとることで、周術期口腔機能管理

は行うことができるため、地域における仕

組みづくりをすることが非常に重要であ

る。 
また、本研究からは二次医療圏レベルで、

歯科医師の勤務病院割合には大きな格差は

ないが、医科歯科連携病院の割合は大きな

格差が存在することがわかった。各病院に

おける医科歯科連携の促進だけではなく、

地域レベルでのシステムがあれば、歯科医

師の勤務の有無に関わらず、より実態に即

した連携を可能にできる可能性がある。 
このように、医科歯科連携加算算定状況

については入院患者にとって、入院中の口

腔内環境と関連する可能性がある重要な指

標の一つである。入院中は全身状態が悪化

しており、日常的に行うことができていた

セルフケアを行うことが困難になることが

あり、口腔内環境が悪化する可能性が高い

時期である。入院患者の口腔内環境を維持

するために医科歯科連携を一つの指標とす

ることは、有用であると考えられる。 
本研究の限界として、以下のものがある。

一つめは本研究が病床機能報告の二次利用

で行なったため、研究用に妥当性の検討が

されていないことである。また、医科歯科

連携については平成 29 年 6 月の 1 ヶ月の診

療分のみのデータであるので、実施件数が

少なく、この月にたまたま 0件だった場合に、

医科歯科連携加算を行なっていない病院に

誤分類されている可能性がある。二つめは

医科歯科連携について NST 歯科医師連携加

算と周術期口腔機能管理の算定についての

み評価している点がある。他に、通常の口

腔ケアや歯科治療を受けている患者がいる

と考えられるが、それらのデータは本デー

タベースからは取得できないため、評価で

きない。三つめは、NST 歯科医師連携加算

は NST 加算が算定できる施設基準を満たし

た病院において、さらに歯科医師が NST に

加入している場合に算定できる加算である。

そのため、NST 歯科医師連携加算算定病院

の割合の母数を NST 加算算定可能病院に限

定するべきであったが、本データベースか

らはその情報を取得できなかった。そのた

め、過小評価されている可能性がある。 
 

Ｅ．結論 
本研究により、歯科医師勤務病院は大学病

院等の高次病院で多く、医療法人が設置主

体の病院では少ないことが分かった。医科

歯科連携加算の算定状況は病院に歯科医師

が勤務しているかで大きく異なり、歯科医

師が勤務していない病院では実施率は非常

に低かった。 
歯科医師勤務病院の割合は二次医療圏によ

って大きな地域格差はないが、歯科医師連

携栄養サポートチーム加算や周術期口腔機

能管理後手術加算算定については地域格差

が認められた。 
病院における医科歯科連携の状況を一つの

口腔指標とすることで、医科歯科連携を促

進するのに有用である可能性がある。 
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表 1. 病院特性 

 総病院数 

歯科医師勤務病院 

 

非歯科医師勤務病院 

歯科医師勤務

あり 

NST 歯科医師

連携加算算定

病院 

周術期口腔機

能管理算定病

院 

非歯科

医師勤

務病院 

NST歯科医師

連携加算算定

病院 

周術期口腔

機能管理算

定病院 

合計 7205 1584 (22.0) 324 (20.5) 598 (55.6)  5621 50 (0.9) 91 (4.1) 

DPC 群の種類 (%)             

 I群 82 82 (100.0) 37 (45.1) 74 (90.2)  0 0  0  

 II群 140 113 (80.7) 55 (48.7) 94 (83.9)  27 2 (7.4) 8 (29.6) 

 III群 1442 595 (41.3) 198 (33.3) 377 (64.7)  847 37 (4.4) 70 (8.9) 

 DPC 病院ではな

い 
5541 794 (14.3) 34 (4.3) 53 (17.7)  4747 11 (0.2) 13 (0.9) 

設置主体 (%)            

 国 226 133 (58.8) 32 (24.1) 57 (56.4)  93 3 (3.2) 7 (10.0) 

 大学 162 127 (78.4) 43 (33.9) 94 (80.3)  35 0 0.0  1 (3.2) 

 公的機関 1166 486 (41.7) 146 (30.0) 285 (67.4)  680 10 (1.5) 40 (9.9) 

 社会保険関連団体 53 26 (49.1) 8 (30.8) 21 (87.5)  27 3 (11.1) 6 (25.0) 

 医療法人 4722 605 (12.8) 63 (10.4) 84 (28.5)  4117 27 (0.7) 26 (1.9) 

 その他の法人 577 165 (28.6) 25 (15.2) 39 (43.3)  412 4 (1.0) 7 (3.5) 

 その他  299 42 (14.0) 7 (16.7) 18 (69.2)  257 3 (1.2) 4 (4.7) 

地域医療支援病院 554 342 (61.7) 147 (43.0) 254 (75.1)  212 13 (6.1) 44 (21.5) 

救急告示病院 3770 1073 (28.5) 299 (27.9) 560 (59.1)  2697 46 (1.7) 86 (4.9) 

回復期病院 735 114 (15.5) 6 (5.3) 0 0.0   621 1 (0.2) 0 0.0  

療養病院 1729 238 (13.8) 3 (1.3) 0 0.0   1491 2 (0.1) 0 0.0  

 
図 1. 対象病院選択フローチャート 
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図 2. 二次医療圏別歯科医師勤務病院の全病院に対する割合のローレンツ曲線 

 
図 3. 二次医療圏別栄養サポートチーム歯科医師連携加算算定病院の全病院に対する割合のロ

ーレンツ曲線 

 
図 4. 二次医療圏別周術期口腔機能管理算定病院の全身麻酔手術施行病院に対する割合のロー

レンツ曲線 
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